
  令和元年 7 月 17 日 庁議資料 
財 政 局 

 平成３０年度の市税決算見込について 

１ ポイント 

○市税収入額は６年連続で過去最高額を更新し，3,000 億円を突破！ 

・市税収入額は前年度決算額を 392 億 1,700 万円上回る 3,325 億 9,700 万円 

（個人市民税の税率変更の影響（約 272億円の増収）を除いても，なお約 120億円の増収） 

・平成 25 年度から６年連続で過去最高額を更新（政令市中福岡市のみ） 

○市税収入率は３年連続で過去最高を更新 

・市税収入率※は９年連続で向上し 98.7％となり，３年連続で過去最高を更新 
※市税収入率･･･課税された市税に占める納付された市税の割合 

 

２ 主要税目の状況 

（1）個人市民税（1,244 億 7,600 万円） 
県費負担教職員制度の権限移譲に伴う税率変更の影響及び 
納税義務者数の増加（＋約 1.8万人）等に伴い， 
前年度決算額から 311億 3,500万円（33.4％）の増収 

（税率変更の影響を除いた場合，約 39 億円（4.2％）の増収） 
（2）法人市民税（449 億 2,100 万円） 

企業収益の改善等により， 
前年度決算額から 39億 5,700万円（9.7％）の増収 

（3）固定資産税・都市計画税（1,410 億 9,600 万円） 
土地評価額の上昇及び新増築家屋の影響等に伴い， 
前年度決算額から 36億 9,600万円（2.7％）の増収 
 

３ 市税収入向上のための主な取組 

（1）「税務行政運営プラン」の推進 
副市長をトップとする「福岡市市税収入向上対策本部」により進行管理 

（2）適正課税の推進 
不申告調査等の実施，個人市民税特別徴収の推進 

（3）滞納整理の強化 
休日等における一斉催告，差押処分の推進等 

（4）納税環境の整備 
  新たなスマホ決済（LINE Pay）の導入（Ｈ31.4～） 

インターネット口座振替サービスの導入（Ｈ30.1～） 

＜この件に関する問い合わせ先＞ 
福岡市財政局税務部税制課 担当：福山 ℡ 711-4201（内 1601） 

増収額過去最大 

平成８年度以降で最大 
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○ 市税収入率と市税収入未済額の推移
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※平成27年度以前の最高市税収入率は，98.1％（昭和51年度）
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【参考資料１】
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税率変更の影響（約272億円）

3,054
（参考）

県費負担教職員制度の権限移譲に伴う

税率変更の影響

（参考）

35


	①H30決算市長会見資料
	②参考資料１）H30決算市長会見資料
	資料１）会見資料グラフ


